
倉　橋 　  基
淀　　徳　久 配当支払開始予定日

特定取引勘定設置の有無 無

1 ．平成１９年９月中間期の連結業績（平成１９年４月１日～平成１９年９月３０日） （百万円未満、小数点第１位未満は切捨て）

連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

％ ％ ％

（ ） （ ） （ ）
（ ） （ ） （ ）

円 銭 円 銭

　

(参考)　持分法投資損益　 平成19年9月中間期　 ― 　百万円　平成18年9月中間期　 ― 　百万円　平成19年3月期　 ― 　百万円

連結財政状態

％ 円 銭 ％

(参考)　　自己資本 平成19年9月中間期　34,668百万円　　平成18年9月中間期　34,145百万円　　平成19年3月期　34,937百万円

(注1)　　「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しております。
(注2)　　

連結キャッシュ・フローの状況

△ △
△ △

△

2 ．配当の状況

円 銭 円 銭 円 銭

3 ．
（％表示は対前期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

（ ） （ ） （ ） ５１

問合せ先責任者

経　常　収　益

平成19年12月10日

平成18年9月中間期 ２４．９１０，３０６
１０，２２１平成19年9月中間期

中間（当期）純利益

百万円

役 職 名 経理部長
氏名
氏名

上場取引所

△２３．８
△２２．２

潜在株式調整後1株当たり

１，６９１

中間（当期）純利益

１，０１５ △１６．４
△３７．９

(速報値)

３８５
６２１
９９８

連結自己資本比率
純 資 産 (国内基準) (注2)

純 資 産

４．２

1 株 当 た り

百万円

自己資本比率
(注1)

「連結自己資本比率（国内基準）」は、平成19年3月期より「銀行法第14条の2の規程に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし
自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。
　なお、平成18年9月中間期は旧基準により算出しております。

平成18年9月中間期

３４，７１７ ４３４

現金及び現金同等物財務活動による

８１６，６８２
平成18年9月中間期
平成19年3月期 ８１８，００９

平成19年9月中間期
７７７，６０７

３９
３４，１８３ ４．３

４．２ ４３７３４，９８０
４２７

１１．１７

０３ １１．０２
１０．３６４８

(２)

百万円

総 資 産

（基準日） 年　　間

平成19年3月期
平成20年3月期

中間期末 期　　末

　２ ５０　　 　５ ００　　

キャッシュ・フロー

　　１９９
　　２００

百万円
中間期末（期末）残高

(３)

１７，８４７ １５，３６７

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

百万円百万円

１５，５６１
１８，２８９
１９，３３６

　７，５５２ 　６，３２７
　　３９９平成19年3月期

平成20年3月期

会 社 名 株式会社
コ ー ド 番 号
代 表 者 役 職 名 取締役頭取

但 馬 銀 行
 

５０

７７３

1株当たり中間

８２
７ ７７

△０．８

１９，８５８平成19年3月期

（当期）純利益

百万円 百万円

平成19年3月期 １２

４
平成18年9月中間期
平成19年9月中間期

平成19年11月27日平成２０年３月期  　　 中間決算短信

経　常　利　益

半期報告書提出予定日 平成19年12月21日

ＵＲＬ http://www.tajimabank.co.jp
Ｔ Ｅ Ｌ （０７９６）２４－２１１１

　非上場

(1)

百万円

１９，９７１ ２３，５４４平成19年9月中間期

１株当たり配当金

１２

1 株 当 た り

平成２０年３月期の連結業績予想（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）

　２ ５０　　

（予想）

経常利益経常収益

　２ ５０　　 　５ ００　　

　２ ５０　　

通      期

当 期 純 利 益

６．４ ０．２１，８００ １，０００８．２２１，５００

当期純利益

-1-
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4 ．その他

期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う子会社の異動） 無

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

〔 (注)詳細は、11ページ｢中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更｣をご覧ください。　〕

発行済み株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む）

平成19年9月中間期　79,875,000株　平成18年9月中間期　79,875,000株　平成19年3月期　79,875,000株
② 期末自己株式数

平成19年9月中間期         ―      株　平成18年9月中間期         ―      株　平成19年3月期         ―      株

（参考）個別業績の概要

1 ．平成１９年９月中間期の個別業績（平成１９年４月１日～平成１９年９月３０日）

個別経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

％ ％ ％

（ ） （ ） （ ）
（ ） （ ） （ ）

円 銭

個別財政状態

％ 円 銭 ％

(参考)　　自己資本 平成19年9月中間期　34,629百万円　　平成18年9月中間期　34,113百万円　　平成19年3月期　34,918百万円

(注1)　 　「自己資本比率」は、期末純資産の部の合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。

(注2)　　

2 ．
（％表示は対前期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

（ ） （ ） （ ） ５１

上記の業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、実際の業績はこれらの予想数値と
異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提条件その他の関連する事項につきましては、添付資料の３ページを参照
してください。

平成18年9月中間期 ７７７，５０９ ３４，１１３ ４．３
４３７ １６ １１．１３３４，９１８ ４．２

「単体自己資本比率（国内基準）」は、平成19年3月期より「銀行法第14条の2の規程に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし
自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。
　なお、平成18年9月中間期は旧基準により算出しております。

平成２０年３月期の連結業績予想（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）

１０．９７
４２７ ０８ １０．３５

４．２ ４３３ ５４ (速報値)

平成19年3月期 ８１７，９５０

百万円 百万円

平成19年9月中間期 ８１６，６４７ ３４，６２９

(２)

総 資 産 純 資 産

平成19年9月中間期

　　５６

　　５６
　　６７平成18年9月中間期

平成19年3月期

　　４　
　　７　
　１２　

１株当たり中間
(当期）純利益

経　常　収　益

平成19年9月中間期 ９，４５４ △１．６
平成18年9月中間期

百万円 百万円 百万円

(1)

(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本となる
重要な事項の変更に記載されるもの）

(注)1株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、20ページ｢1株当たり情報｣をご覧くだ
　　 さい。

(3)

(1)

３６４ △４０．５

経　常　利　益 中間（当期）純利益

２５．５ １，００１ △２２．５
７２５ △２７．５

６１２ △１６．３
平成19年3月期 １８，４５７ １，６４８ １，００３

９，６１７

自己資本比率 1 株 当 た り 単体自己資本比率

１２

1 株 当 た り
当 期 純 利 益

０．２

純 資 産 (国内基準) (注2) (注1)

経常収益 経常利益 当期純利益

通      期
１９，８００ ７．２ １，７００ ３．１ １，０００

-2-
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

（当期の概況） 
当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な海外経済を背景に緩やかな景気拡大を

続けました。公共投資は国・地方の厳しい財政事情から低調に推移したものの、海外経済の
拡大により輸出が増加するとともに、高水準の企業収益を反映して設備投資も増加しました。
こうしたなか、住宅投資や個人消費も雇用者所得の緩やかな増加を背景に堅調に推移しまし
た。また、国内企業物価は国際商品市況高を受けて上昇したものの、消費者物価は横ばいで
推移しました。 
金融面をみますと、日本銀行は政策金利を据え置き、短期市場金利は低水準で推移しまし

た。一方、長期国債の流通利回りは、堅調な国内経済指標などを受けて上昇する局面もみら
れましたが、米国の信用力の低い住宅融資問題による世界的な信用不安などから低下しまし
た。また、株式相場につきましても企業業績の拡大等により上昇しましたが、欧米の株価下
落等を契機として下落し１万６千円台で越期しました。 

   以上のような金融経済環境のなかで、当行グループは、地域に密着した営業活動と経営の
効率化に努めました結果、当中間連結会計期間の経常収益は前中間連結会計期間比８５百万
円減少して１０２億２１百万円となり、経常費用も増加したことから経常利益は前中間連結
会計期間比２億４１百万円減少して７億７３百万円となりました。また、中間純利益は前中
間連結会計期間比２億３５百万円減少して３億８５百万円となりました。 

（平成２０年３月期の見通し） 
平成２０年３月期につきましては、厳しい収益環境が続くことが予想されますが、当行グ

ループは、引き続き地域に密着した営業活動を展開するとともに、経営効率化と収益力の強
化を図ることにより、連結ベースの経常利益１８億円、当期純利益１０億円を見込んでおり
ます。 

 
（２）財政状態に関する分析 

（資産・負債の状況） 
預金は、法人および地方公共団体の預金が減少しましたが、個人預金は順調に増加したこ

とから、前中間連結会計期間末比４１０億４６百万円増加して７，７１５億６９百万円とな
りしました。 
貸出金は、住宅ローンは順調に増加しましたが、企業の資金需要が引き続き低迷したため、

前中間連結会計期間末比１３億８７百万円減少して５，８１２億４８百万円となりました。 
また、有価証券は、資産の流動性の確保と資金の安全性・効率性を重視した運用に努めま

した結果、前中間連結会計期間末比３０２億７９百万円増加して１，５６４億９０百万円と
なりました。 

（キャッシュ・フローの状況） 
当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は 

１５５億６１百万円となり、前中間連結会計期間末比２７億２８百万円減少しました。 
① 営業活動によるキャッシュ・フロー 
営業活動の結果得られた資金は、１９９億７１百万円（前中間連結会計期間比１２４億
１９百万円増加）となりました。これは、貸出金の減少が主因であります。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 
投資活動の結果使用した資金は、２３５億４４百万円（前中間連結会計期間比１７２億
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１７百万円増加）となりました。これは、有価証券の取得による支出が売却・償還による
収入を上回ったことが主因であります。 
③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
財務活動の結果使用した資金は、２億円となりました。これは、配当金の支払等による
ものであります。 

 
（３）利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

当行の配当政策は、経営体質の強化のため内部留保に意を用いつつ、将来にわたり安定的
な配当を行うことを基本としております。 
内部留保資金は､金融サービスの充実や省力化・合理化のための機械設備、店舗網の整備

など将来の収益基盤強化のために有効投資してまいります。 
当期の配当につきましては、中間配当金として１株につき２円５０銭、期末配当金として

１株につき２円５０銭を実施する予定としております。 
 

２．企業集団の状況 

最近の有価証券報告書（平成１９年６月２９日提出）における「事業の内容（事業系統図）」
及び「関係会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略しております。 

 

３．経営方針 

（１）経営の基本方針 
当行は、次の「経営方針（但馬銀行綱領）」を定め、地域・顧客の皆さまから強く支持・

信頼され、豊かな地域社会を創造する銀行をめざしております。 
一、但馬銀行は、経営の健全性を高め、もって協力者の保護に任ずる。 
一、但馬銀行は、営業の公共性を重んじ、地域社会の発展に奉仕する。 
一、但馬銀行は、業績の向上を図り、もって協力者に妥当なる報酬をもたらす。 

 
（２）中長期的な経営戦略 

当行は、「中期経営計画」（平成１９年４月～平成２２年３月）において、５つの基本方針
を設定し、全役職員一致協力して取り組んでおります。 
① 個人取引基盤の拡充 
② 顧客保護・コンプライアンスの徹底 
③ 地域密着型金融の推進 
④ 収益力の強化 
⑤ リスク管理態勢の強化 

 
（３）対処すべき課題 

銀行をとりまく経営環境は、金融分野における規制緩和の進展、郵政公社の民営化、政府
系金融機関の統廃合を背景に競争が一段と激化しております。また、地域密着型金融の推進
に伴う地域金融の円滑化・機能強化のための一段の経営努力が求められております。 
当行は、引き続き経営管理態勢の強化を図るとともに、地域顧客のニーズを的確に把握し
て付加価値の高い金融サービスの提供に努め、収益力の向上と自己資本の充実を図るなど、
企業価値を一段と高めてまいる所存であります。 
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４．　中 間 連 結 財 務 諸 表
  
（１）　中 間 連 結 貸 借 対 照 表 

(単位:百万円）

  （Ａ）   （Ｂ） （ Ａ－Ｂ ）
   

18,989 23,306 △ 4,317 22,678 △ 3,688

34,953 16,923 18,029 42,687 △ 7,734

169 121 48 117 52

234 522 △ 287 366 △ 131

156,490 126,210 30,279 135,038 21,451

581,248 582,635 △ 1,387 593,672 △ 12,424

841 708 132 794 46

5,099 9,777 △ 4,678 4,980 118

14,999 13,336 1,663 13,916 1,083

689 357 331 603 85

3,961 3,570 391 3,418 543

2,730 3,128 △ 397 2,964 △ 233

△ 3,725 △ 2,991 △ 733 △ 3,230 △ 494

816,682 777,607 39,075 818,009 △ 1,327

771,569 730,523 41,046 772,503 △ 934

9 4 5 2 6

3,876 5,947 △ 2,070 3,871 5

3 3 0 3 0

2,480 2,723 △ 242 2,592 △ 111

204 - 204 - 204

1,088 1,093 △ 4 1,090 △ 1

2,730 3,128 △ 397 2,964 △ 233

781,964 743,423 38,540 783,029 △ 1,064

5,481 5,481 - 5,481 -

1,487 1,487 0 1,488 0

25,069 24,699 370 24,880 188

32,038 31,668 370 31,850 188

1,557 1,397 160 2,011 △ 453

△ 0 0 △ 0 0 △ 0

1,072 1,079 △ 6 1,075 △ 2

2,629 2,476 152 3,086 △ 457

49 37 11 43 6

34,717 34,183 534 34,980 △ 262

816,682 777,607 39,075 818,009 △ 1,327

比    較

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

負 債 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計

貸 倒 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

退 職 給 付 引 当 金

（ 負 債 の 部 ）

預 金

外 国 為 替

そ の 他 負 債

役 員 賞 与 引 当 金

（Ａ－Ｃ）
科 目

前中間連結会計期間末 前連結会計年度末の当中間連結会計期間末

(平成19年9月30日）
（平成19年3月31日）（Ｃ）

連 結 貸 借 対 照 表

商 品 有 価 証 券

有 価 証 券

貸 出 金

(平成18年9月30日）
比      較

（ 資 産 の 部 ）

買 入 金 銭 債 権

現 金 預 け 金

コー ルロー ン及 び 買 入 手 形

そ の 他 資 産

繰 延 税 金 資 産

株 主 資 本 合 計

支 払 承 諾 見 返

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

外 国 為 替

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金

評 価 ･ 換 算 差 額 等 合 計

少 数 株 主 持 分

純 資 産 の 部 合 計
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(単位:百万円）

  （ Ａ ）   （ B ） ( Ａ － Ｂ )

 10,221         10,306         △ 85 19,858         

7,400           6,790           610 13,799         

( 6,405           ) ( 5,926           ) ( 478 ) ( 12,117         )

( 784             ) ( 695             ) ( 88 ) ( 1,342           )

1,662           1,516           145 3,188           

1,039           880             159 1,667           

119             1,120           △ 1,000 1,202           

9,447           9,291           156 18,166         

1,419           467             952 1,372           

( 1,334           ) ( 364             ) ( 970 ) ( 1,172           )

704             656             47 1,348           

1,069           1,232           △ 162 2,200           

5,247           5,022           224 10,107         

1,006           1,911           △ 904 3,137           

773             1,015           △ 241 1,691           

99               97               2 174             

208             70               138 168             

665             1,043           △ 377 1,697           

507             1,186           △ 679 1,729           

△ 234         △ 764         530 △ 1,035       

7                 0 6 6                 

385             621             △ 235 998             中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

（２）　中 間 連 結 損 益 計 算 書    

特 別 利 益

そ の 他 経 常 費 用

特 別 損 失

経 常 利 益

税金等調整前中間（当期）純利益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

営 業 経 費

少 数 株 主 利 益

役 務 取 引 等 費 用

（ う ち 預 金 利 息 ）

そ の 他 業 務 費 用

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

科         目

経 常 収 益

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）

（うち有価証券利息配当金）

（自  平成19年4月  1日  

  至  平成19年9月30日）
  至  平成19年3月31日）

比        較（自  平成18年4月  1日  

  至  平成18年9月30日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
（自  平成18年4月  1日 
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当中間連結会計期間（自平成19年4月1日　至平成19年9月30日）
(単位:百万円）

剰余金の配当                 （注）

土地再評価差額金の取崩

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額（純額）

　

剰余金の配当                 （注）

土地再評価差額金の取崩

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額（純額）

（注）　平成１９年６月の定時株主総会における決議項目であります。

2-                -                -                -                -                

-                   

5,481

-                   

-                   -                   

-                   

-                   

-                   

△ 2 △ 457

△ 2

-                   -                   

-                   

-                   

49 34,717

6 △ 262

（３）　中間連結株主資本等変動計算書　

株 主 資 本

評 価 ･ 換 算 差 額 等

1,487 25,069 -                   32,038

△ 0 188 -                   

1,557 △ 0 1,072 2,629

△ 453 △ 0

△ 453 △ 0

△ 457

-                △ 2

-                2

6 △ 451

-                -                -                -                

-                -                -                -                

-                △ 199

-                -                -                -                -                385

-                -                -                -                

34,9801,075 3,086 43

188

2 2

-                                      -

-                   -                   -                   

△ 199                    - △ 199

△ 2 △ 2

                   - 385

                   22                    -

24,880                    - 31,8505,481 1,488

385

△ 0                    -

平成１９年９月３０日残高

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損　　　益

2,011 0平成１９年３月３１日残高

中間連結会計期間中の変動額

中間連結会計期間中の変動額合計

平成１９年３月３１日残高

中間連結会計期間中の変動額合計

平成１９年９月３０日残高

中間連結会計期間中の変動額

株主資本
合　　計

土地再評価
差　額　金

自己株式資本金 資本剰余金 利益剰余金

評価・換算
差額等合計

少数株主
持　　分

純資産
合　計
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前中間連結会計期間（自平成18年4月1日　至平成18年9月30日）
(単位:百万円）

剰余金の配当                 （注）

役員賞与               　　　  （注）

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額（純額）

　

剰余金の配当                 （注）

役員賞与               　　　  （注）

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額（純額）

（注）　平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

株主資本
合　　計

土地再評価
差　額　金

自己株式資本金 資本剰余金 利益剰余金

評価・換算
差額等合計

少数株主
持　　分

純資産
合　計

平成１８年３月３１日残高

中間連結会計期間中の変動額合計

平成１８年９月３０日残高

中間連結会計期間中の変動額

平成１８年９月３０日残高

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損　　　益

1,870 -                平成１８年３月３１日残高

中間連結会計期間中の変動額

中間連結会計期間中の変動額合計

            24,291                    -             31,261             5,481              1,488

△ 199                    - △ 199

△ 4 △ 4

                   -                 621

△ 14

                621

                   4

                   -                    -

△ 0                    -

            31,668

△ 0                 407                    -                 407

             1,487             24,699

1,079 2,949 37

-                621

-                -                -                -                -                △ 14

-                -                -                -                

-                -                -                -                

△ 472

-                -                -                -                

△ 472-                

0

-                △ 4

-                4

0 △ 471

1,397 0 1,079 2,476

△ 473 0

△ 473 -                

株 主 資 本

評 価 ･ 換 算 差 額 等

                   -                    -                    -△ 14

                   -

             5,481                    -

                   4

                   -

37

                   -

                   -

                   -

                   -

                   -

34,183

0 △ 64

                   -

                   -                    -                   -                    -

△ 199

34,248

-                -                -                -                -                
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前連結会計年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）
(単位:百万円）

剰余金の配当                 （注）

剰余金の配当 

役員賞与               　　　  （注）

土地再評価差額金の取崩

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

　

剰余金の配当                 （注）

剰余金の配当 

役員賞与               　　　  （注）

土地再評価差額金の取崩

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

（注）　平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

△ 199-                

-                   -                   △ 199                    - △ 199

-                -                -                -                

5,481

△ 199-                -                -                -                -                

34,248

-                -                -                -                -                3

-                   -                   3 -                   

-                   -                   -                   -                   

-                   

-                   

-                   

-                   

-                   

-                   

-                   

43 34,980

6 732

株 主 資 本

評 価 ･ 換 算 差 額 等

-                   -                                      -△ 14

-                   

6 143

2,011 0 1,075 3,086

140 0

140 △ 3

-                △ 8

-                8

137

-                -                -                -                

137△ 3

0

-                -                

-                -                -                -                

-                998

-                -                -                -                -                △ 14

-                -                

1,079 2,949 37

-                   31,850

△ 0 588 -                   588

1,488 24,880

8 8

-                                      -

△ 0                    -

△ 199                    - △ 199

△ 8 △ 8

                   - 998

3

△ 14

998

24,291                    - 31,2615,481 1,488

平成１９年３月３１日残高

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損　　　益

1,870 -                平成１８年３月３１日残高

連結会計年度中の変動額

連結会計年度中の変動額合計

平成１８年３月３１日残高

連結会計年度中の変動額合計

平成１９年３月３１日残高

連結会計年度中の変動額

株主資本
合　　計

土地再評価
差　額　金

自己株式資本金 資本剰余金 利益剰余金

評価・換算
差額等合計

少数株主
持　　分

純資産
合　計
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（４）　 中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間（当期）純利益 665 1,043 △ 378 1,697
減価償却費 507 400 107 858
減損損失 3 1 2 1
貸倒引当金の増減（△）額 494 1,400 △ 906 1,638
役員賞与引当金の増減（△）額 0 3 △ 3 3
退職給付引当金の増減（△）額 △ 111 50 △ 161 △ 80
役員退職慰労引当金の増減（△）額 204 -                  204 -                  
資金運用収益 △ 7,400 △ 6,790 △ 610 △ 13,799
資金調達費用 1,419 467 952 1,372
有価証券関係損益（△） △ 202 △ 897 695 △ 907
為替差損益（△） 1 △ 2 3 5
固定資産処分損益（△） △ 17 68 △ 85 166
貸出金の純増（△）減 12,424 4,961 7,463 △ 6,076
預金の純増減（△） △ 934 △ 460 △ 474 41,520
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △ 86 453 △ 539 2,130
コールローン等の純増（△）減 7,682 4,443 3,239 △ 21,316
外国為替（資産）の純増（△）減 △ 46 85 △ 131 △ 0
外国為替（負債）の純増減（△） 6 △ 0 6 △ 1
資金運用による収入 7,228 6,438 790 13,369
資金調達による支出 △ 815 △ 313 △ 502 △ 700
その他 50 △ 3,469 3,519 △ 1,072

小計 21,074 7,886 13,188 18,809
法人税等の支払額 △ 1,103 △ 334 △ 769 △ 961
営業活動によるキャッシュ・フロー 19,971 7,552 12,419 17,847

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 63,124 △ 29,419 △ 33,705 △ 55,327
有価証券の売却による収入 17,468 11,334 6,134 11,456
有価証券の償還による収入 23,634 12,211 11,423 30,213
有形固定資産の取得による支出 △ 1,767 △ 407 △ 1,360 △ 2,255
有形固定資産の売却による収入 431 80 351 999
無形固定資産の取得による支出 △ 185 △ 126 △ 59 △ 453
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 23,544 △ 6,327 △ 17,217 △ 15,367

　
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金支払額 △ 199 △ 199 -                  △ 399
少数株主への配当金支払額 △ 1 -                  △ 1 -                  
自己株式の取得による支出 △ 2 △ 4 2 △ 8
自己株式の売却による収入 2 4 △ 2 8
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 200 △ 199 △ 1 △ 399

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 1 2 △ 3 △ 5
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減（△）額 △ 3,775 1,028 △ 4,803 2,075  
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 19,336 17,261 2,075 17,261
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間（期末）残高 15,561 18,289 △ 2,728 19,336

（Ａ） （Ｂ） （Ａ） － （Ｂ）  至 平成19年3月31日）

（単位：百万円）
前連結会計年度の連結
キャッシュ・フロー計算書

（自 平成18年4月  1日  
比      較

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
（自  平成19年4月 1日
 至  平成19年9月30日）

（自  平成18年4月 1日
 至  平成18年9月30日）
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲に関する事項 
(1) 連結子会社     ２社 

・但銀ビジネスサービス株式会社 
・但銀リース株式会社 

(2) 非連結子会社 
該当ありません。 

 
２．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は次のとおりであります。 
９月末日      ２社 
 

３．会計処理基準に関する事項 
(1) 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。 
(2) 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証
券のうち時価のあるものについては、中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動
平均法により算定）、時価のないものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法により行っており
ます。 
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。  

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

(4) 減価償却の方法 
①  有形固定資産 

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く。）については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 
また、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建 物    ５年～５０年 
動 産    ２年～２０年 

連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により償却してお
ります。 
（会計方針の変更） 
平成19年度税制改正に伴い、平成19年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税

法に基づく償却方法により減価償却費を計上しております。この変更により、経常利益及び税金等調整前中
間純利益は、従来の方法によった場合に比べ５百万円減少しております。 
（追加情報） 
当中間連結会計期間より、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額に

達した連結会計年度の翌連結会計年度以後、残存簿価を５年間で均等償却しております。なお、これによる
中間連結貸借対照表等に与える影響は軽微であります。 

②  無形固定資産 
無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

当行及び連結子会社で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 
(5) 貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及び

それと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記
載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ
の残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認
められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を
控除した残額に、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率を乗じた額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上してお
ります。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した

資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証に

よる回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金
額は６，８５１百万円であります。 
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(6) 役員賞与引当金の計上基準 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払に備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結
会計期間に帰属する額を計上しております。 

(7) 退職給付引当金の計上基準 
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また、数理計算上の
差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

数理計算上の差異    各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）によ
る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

(8) 役員退職慰労引当金の計上基準 
役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間連結会計期

間末までに発生していると認められる額を役員退職慰労引当金として計上しております。 
（会計方針の変更） 
従来、役員退職慰労金は、支出時に費用処理をしておりましたが、「租税特別措置法上の準備金及び特別法

上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保
証実務委員会報告第42号平成19年４月13日）が平成19年４月１日以後開始する連結会計年度から適用されるこ
とに伴い、当中間連結会計期間から同報告を適用しております。これにより、従来の方法に比べ、営業経費は
１７百万円、特別損失は１９２百万円それぞれ増加し、経常利益は１７百万円、税金等調整前中間純利益は 
２１０百万円それぞれ減少しております。 

(9) 外貨建資産・負債の換算基準 
当行の外貨建資産・負債は、主として中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

(10) リース取引の処理方法 
当行及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 
(11) 重要なヘッジ会計の方法 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外
貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25
号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の
為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対
象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することに
よりヘッジの有効性を評価しております。 
なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

(12) 消費税等の会計処理 
当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

４．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現

金及び日本銀行への預け金であります。 
 
 
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
（金融商品に関する会計基準） 
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）及び「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士

協会会計制度委員会報告第14号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され（平成19年６月15日付及び
同７月４日付）、金融商品取引法の施行日以後に終了する連結会計年度及び中間連結会計期間から適用されることに
なったことに伴い、当中間連結会計期間から改正会計基準及び実務指針を適用しております。 
 
 
注 記 事 項 
 
（中間連結貸借対照表関係） 

１．有価証券には、非連結子会社及び関連会社の株式を含んでおりません。 
２．貸出金のうち、破綻先債権額は１，９９０百万円、延滞債権額は１１，２１６百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は
利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除
く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第
３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 
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また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること
を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

３．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は１５百万円であります。 
なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で

破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 
４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は４，８３８百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払
猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及
び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１８，０６０百万円で
あります。 
なお、上記２.から５.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります｡ 

６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士
協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形
及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金
額は６，２６３百万円であります。 

７．担保に供している資産は次のとおりであります。 
担保に担保に供している資産       
有価証券     １,００７百万円 

担保資産に対応する債務 
預  金      １,６０６百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券２８，１１８百万円
及び貸出金２９，１３４百万円を差し入れております。 
また、その他資産のうち保証金は、９５３百万円であります。 

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、
契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。
これらの契約に係る融資未実行残高は、２２１，０７０百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のも
のが２２０，１９６百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに
は、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶
又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて
不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を
把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用土地の再評価を行い、
評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、
これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 
再評価を行った年月日           平成10年３月31日 
同法律第３条第３項に定める再評価の方法  土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令

第119号)第２条第４号に定める方法に基づいて奥行価格補正等
の合理的な調整を行って算出 

10．有形固定資産の減価償却累計額         １０，０２１百万円 
11．有形固定資産の圧縮記帳額                   ３５２百万円 
 
（中間連結損益計算書関係） 

１．その他経常費用には、貸出金償却２６１百万円及び貸倒引当金繰入額６８２百万円を含んでおります。 
２．当中間連結会計期間において、兵庫県内の遊休資産について、減損損失を計上しております。 

減損損失を認識した資産は、地価の下落等から、帳簿価額を不動産鑑定評価基準等に基づき算定した正味売却
価額まで減額し、当該減少額３百万円を減損損失として特別損失に計上しております。 
なお、資産のグルーピングは、営業用店舗については管理会計で継続的な収支の把握を行っている営業店単位、

遊休資産については各資産単位で行っております。 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項       （単位：千株） 

 
前連結会計年度 
末株式数    

当中間連結会計 
期間増加株式数 

当中間連結会計 
期間減少株式数 

当中間連結会計 
期間末株式数  

摘  要 

発行済株式      

 普通株式 ７９,８７５ ‐ ‐ ７９,８７５  

合  計 ７９,８７５ ‐ ‐ ７９,８７５  

自己株式      

 普通株式 ‐ １２ １２ ‐ （注） 

合  計 ‐ １２ １２ ‐  

    （注）自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取りによる増加、減少は単元未満株式の売渡しによる減
少であります。 

２．配当に関する事項 
 

（決議） 
株式の種類 配当金の総額 

１株当たり 
の金額 

基準日 効力発生日 

平成19年6月28日 
定時株主総会 普通株式 １９９百万円 ２．５円 平成19年3月31日 平成19年6月29日 

 
    基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの 
 
（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 

１株当たり 
の金額 基準日 効力発生日 

平成19年11月27日 
取締役会 

普通株式 １９９百万円 
その他 

利益剰余金 
２．５円 平成19年9月30日 平成19年12月10日 

 
 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
   現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

平成19年9月30日現在 
   現金預け金勘定           １８，９８９ 百万円 
   定期預け金            △   ２，３９７ 百万円 
   その他の預け金        △    １,０３０ 百万円  
   現金及び現金同等物       １５，５６１ 百万円 

 
 
（リース取引関係）   
     リース取引関係の注記事項については、ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。 
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 （有価証券関係）

※１．（中間）連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価商品」を含めて記載しております。
※２．「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、財務諸表における注記事項として記載しております。

Ⅰ 当中間連結会計期間末

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成19年9月30日現在)
（金額単位 : 百万円）

中間連結貸借

対照表計上額

地　方　債 26,488 26,474 △ 14
合               計 26,488 26,474 △ 14

（注）

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成19年9月30日現在)
   （金額単位 : 百万円）

中間連結貸借

対照表計上額

株    式 6,327 9,430 3,102
債    券 120,979 120,500 △ 478

 国   債 82,506 82,047 △ 458
 地方債 21,296 21,200 △ 95
 社   債 17,177 17,253 75

合               計 127,307 129,931 2,623

（注）中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上した ものであります。

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成19年9月30日現在)
（金額単位 : 百万円）

 

満期保有目的の債券 － 
その他有価証券

非上場株式 65
非上場その他の証券  4

差額時価

時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

金額

評価差額取得原価

-15-
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Ⅱ 前中間連結会計期間末

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年9月30日現在)
（金額単位 : 百万円）

中間連結貸借

対照表計上額

14,136 14,084 △ 52
合               計 14,136 14,084 △ 52

（注）

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年9月30日現在)
   （金額単位 : 百万円）

中間連結貸借

対照表計上額

株    式 4,933 7,893 2,960
債    券 104,661 104,055 △ 606

 国   債 56,838 56,454 △ 383
 地方債 26,975 26,729 △ 245
 社   債 20,847 20,870 23

合               計 109,594 111,948 2,353

（注）

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成18年9月30日現在)
（金額単位 : 百万円）

 

満期保有目的の債券 － 
その他有価証券

非上場株式 119
非上場その他の証券    5

取 得 原 価

金額

中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

評価差額

時価 差額

時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

地　方　債

-16-
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Ⅲ 前連結会計年度末

１．売買目的有価証券（平成１９年３月３１日現在）

売買目的有価証券

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１９年３月３１日現在）

地　方　債
合               計

（注） １．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。  

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成１９年３月３１日現在）
   

株    式
債    券

 国   債
 地方債
 社   債

合               計

（注） １．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。  

４．当該連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自　平成１８年４月１日　　至　平成１９年３月３１日）

該当ありません

５．当該連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成１８年４月１日　　至　平成１９年３月３１日）

その他有価証券

６．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成１９年３月３１日現在）

満期保有目的の債券 － 
その他有価証券

非上場株式 68
非上場その他の証券 5          

７．保有目的を変更した有価証券

該当ありません。

８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成１９年３月３１日現在）
   （単位：百万円）

債    券
 国   債
 地方債
 社   債

合               計 30,604                57,230                33,514                3,860                  
5,839                  8,879                  4,959                  －
5,278                  24,641                16,301                －

57,230                33,514                3,860                  
19,486                23,710                12,253                3,860                  
30,604                

（単位：百万円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

売却益の合計額

金額

59                      
19,624                19,593                △ 30                  28                      59                      
19,624                19,593                △ 30                  28                      

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額
うち益 うち損

（金額単位：百万円）

売却額

連結貸借対照表計上額

366

111,951               

△ 1

115,339               

160                                   1,040                                

売却損の合計額

12,567                              

968                     3,387                  

（単位：百万円）

4,356                  

うち損

87                      
881                     
567                     
241                     
72                      

△ 537                
△ 505                

344                     
61                      

154                     
127                     55                      

△ 86                  
59,817                
26,683                

105,586               
59,311                
26,596                

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額

当連結会計年度の損益に含まれた評価差額

取得原価 評価差額

5,827                  9,753                  3,925                  
うち益

19,622                19,678                

4,012                  
106,123               
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 （金銭の信託関係）

Ⅰ 当中間連結会計期間末

  該当ありません。

Ⅱ 前中間連結会計期間末
  該当ありません。

Ⅲ　前連結会計年度末
  該当ありません。

 （その他有価証券評価差額金）

Ⅰ 当中間連結会計期間末

○その他有価証券評価差額金（平成１９年９月３０日現在）

中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。
（金額単位 : 百万円）

 評  価  差  額 2,623
その他有価証券 2,623
その他の金銭の信託 － 

 （△） 繰延税金負債 1,065
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 1,557

 （△） 少数株主持分相当額 － 
 （＋） 持分法適用会社が所有するその他有価証券 － 

に係る評価差額金のうち親会社持分相当額
その他有価証券評価差額金 1,557

Ⅱ 前中間連結会計期間末

○その他有価証券評価差額金（平成１８年９月３０日現在）

中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。
（金額単位 : 百万円）

 評  価  差  額 2,353
その他有価証券 2,353
その他の金銭の信託 － 

 （△） 繰延税金負債 956
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 1,397

 （△） 少数株主持分相当額 － 
 （＋） 持分法適用会社が所有するその他有価証券 － 

に係る評価差額金のうち親会社持分相当額
その他有価証券評価差額金 1,397

金額

金額
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Ⅲ　前連結会計年度末

○その他有価証券評価差額金（平成１９年３月３１日現在）
　連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（金額単位：百万円）

 評  価  差  額 3,387
その他有価証券 3,387
その他の金銭の信託 － 

 （△） 繰延税金負債 1,376
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 2,011

 （△） 少数株主持分相当額 － 
 （＋） 持分法適用会社が所有するその他有価証券 － 

に係る評価差額金のうち親会社持分相当額
その他有価証券評価差額金 2,011

 （デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引関係の注記事項については、ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。

 （ストック・オプション等関係）

Ⅰ 当中間連結会計期間末
該当ありません。

Ⅱ 前中間連結会計期間末
該当ありません。

Ⅲ 前連結会計年度末
該当ありません。

金額
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（セグメント情報）

１. 事業の種類別セグメント情報

２. 所在地別セグメント情報

　　在外連結子会社および在外支店がありませんので、所在地別セグメント情報は記載しておりません。

３. 国際業務経常収益

　　国際業務経常収益の連結経常収益に占める割合が１０％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

（１株当たり情報）

１株当たり純資産額

１株当たり中間（当期）純利益

（注）１．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

１株当たり中間（当期）純利益

中間（当期）純利益

普通株式に帰属しない金額

普通株式に係る中間（当期）純利益

普通株式の（中間）期中平均株式数

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

純資産の部の合計

純資産の部の合計額から控除する金額

うち少数株主持分

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

１株当りの純資産額の算定に用いられた

中間期末（期末）の普通株式の数

３．なお、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　　当中間連結会計期間（自 平成19年４月1日 至 平成19年９月30日）、前中間連結会計期間（自 平成18年４月1日 至

　平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月1日 至 平成19年３月31日）

　　当中間連結会計期間（自 平成19年４月1日 至 平成19年９月30日）、前中間連結会計期間（自 平成18年４月1日 至

　平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月1日 至 平成19年３月31日）

　　連結会社は銀行業以外に一部で事務代行、不動産賃貸、リース等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグ

　メントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

　　　６２１

７９，８７２

３４，１８３

前中間連結会計期間末

　　　６２１ 　　　９９８

－

　　　３８５

千株

 　　　３７

　　　 ３７

３４，１４５

７９，８７５

百万円

百万円

百万円

百万円

千株

百万円

百万円

百万円

平成19年9月30日 平成19年3月31日平成18年9月30日

円

円

４２７．４８

　　７．７７

４３４．０３

　　４．８２

当中間連結会計期間

（自平成19年4月  1 日　

　 至平成19年9月30日）

前連結会計年度

３４，９３７

前中間連結会計期間

（自平成18年4月  1 日　

　 至平成18年9月30日）

４３７．３９

前連結会計年度

（自平成18年4月  1 日　

　 至平成18年9月30日）

（自平成18年4月  1 日　（自平成19年4月  1 日　

当中間連結会計期間末

－

　　　９９８

７９，８７３

　　　３８５

７９，８７３

－

　 至平成19年9月30日） 　 至平成19年3月31日）

７９，８７５ ７９，８７５

３４，７１７

 　　　４９

 　　　４９

３４，６６８

３４，９８０

 　　　４３

 　　　４３

　　当中間連結会計期間（自 平成19年４月1日 至 平成19年９月30日）、前中間連結会計期間（自 平成18年４月1日 至

　平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月1日 至 平成19年３月31日）

（自平成18年4月  1 日　

　 至平成19年3月31日）

前中間連結会計期間当中間連結会計期間 前連結会計年度

　１２．５０
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５．　中 間 個 別 財 務 諸 表

（１）　中  間  貸  借  対  照  表    

(単位:百万円）

前事業年度末の
要約貸借対照表

（Ａ） （Ｂ） （ Ａ－Ｂ ）

 
18,989        23,306        △ 4,317      22,678        △ 3,688      
34,953        16,923        18,029        42,687        △ 7,734      

169             121             48              117             52              
234             522             △ 287        366             △ 131        

156,565       126,285       30,279        135,113       21,451        
583,348       585,374       △ 2,025      595,786       △ 12,437    

841             708             132             794             46              
4,166          8,925          △ 4,759      4,035          130             

13,751        11,312        2,439          12,652        1,099          
689             357             331             603             85              

3,934          3,542          392             3,380          553             
2,730          3,128          △ 397        2,964          △ 233        

△ 3,726      △ 2,999      △ 727        △ 3,231      △ 495        
816,647       777,509       39,138        817,950       △ 1,302      

771,901       730,786       41,114        772,838       △ 937        
9                4                5                2 6

3,621          5,674          △ 2,053      3,558          62              
3                3                0 3                0

2,459          2,705          △ 245        2,572          △ 112        
204             -                204             -                204             

1,088          1,093          △ 4            1,090          △1             
2,730          3,128          △ 397        2,964          △ 233        

782,018       743,395       38,623        783,031       △ 1,012      
  

5,481          5,481          -                5,481          -                
1,487          1,487          0 1,488          0
1,487          1,487          0 1,487          0

0 0 △ 0            0 △ 0            
25,030        24,667        362             24,862        167             
3,993          3,993          -                3,993          -                

21,036        20,673        362             20,868        167             
役員退職慰労金積立金 -                168             △ 168        168             △ 168        
別 途 積 立 金 20,387        19,637        750             19,637        750             
繰 越 利 益 剰 余 金 649             868             △ 218        1,062          △ 413        

31,999        31,636        362             31,831        167             
1,557          1,397          160             2,011          △ 453        
△ 0            0 △ 0            0 △ 0            

1,072          1,079          △ 6            1,075          △ 2            
2,629          2,476          152             3,086          △ 457        

34,629        34,113        515             34,918        △ 289        
816,647       777,509       39,138        817,950       △ 1,302      

純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
土 地 再 評 価 差 額 金

その他有価証券評価差額金

評 価 ・換 算 差 額 等 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

（ 純 資 産 の 部 ）
資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 産

繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返

有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産

商 品 有 価 証 券
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替

（ 資 産 の 部 ）

買 入 金 銭 債 権

現 金 預 け 金
コ ー ル ロ ー ン

科 目
前中間会計期間末当中間会計期間末

(平成19年9月30日）
比      較

(平成18年9月30日）
比      較

（平成19年3月31日）（Ｃ） （Ａ－Ｃ）

貸 倒 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

（ 負 債 の 部 ）
預 金
外 国 為 替
そ の 他 負 債
役 員 賞 与 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債

負 債 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計

支 払 承 諾

役 員 退 職 慰 労 引 当 金
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(単位:百万円）

（ Ａ ） （ B ） ( Ａ － Ｂ )

 9,454           9,617           △ 162         18,457         

7,426           6,822           603             13,862         

( 6,430           ) ( 5,959           ) ( 470             ) ( 12,180         )

( 785             ) ( 695             ) ( 90               ) ( 1,342           )

1,662           1,516           145             3,189           

233             145             87               183             

132             1,131           △ 999         1,222           

8,729           8,615           113             16,808         

1,420           467             952             1,372           

( 1,335           ) ( 364             ) ( 970             ) ( 1,172           )

704             656             47               1,348           

105             371             △ 265         437             

5,492           5,202           289             10,511         

1,007           1,917           △ 910         3,137           

725             1,001           △ 276         1,648           

99               97               2                 174             

208             70               138             127             

616             1,029           △ 412         1,695           

497             1,181           △ 684         1,719           

△ 244         △ 765         520             △ 1,026       

364             612             △ 248         1,003           

資 金 調 達 費 用

（ う ち 預 金 利 息 ）

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

役 務 取 引 等 収 益

経 常 費 用

  至  平成19年9月30日）  至  平成18年9月30日）

資 金 運 用 収 益

科         目

経 常 収 益

（う ち 貸 出 金 利 息 ）

（２）　中 間 損 益 計 算 書    

前中間会計期間

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

特 別 利 益

特 別 損 失

経 常 利 益

税 引 前 中 間 （当 期 ）純 利 益

当中間会計期間
比        較

前事業年度の
要約損益計算書

（自  平成18年4月  1日 

（うち有価証券利息配当金）

  至  平成19年3月31日）

（自  平成19年4月  1日  （自  平成18年4月  1日 
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当中間会計期間（自平成19年4月1日　至平成19年9月30日）
(単位:百万円）

剰余金の配当                 （注）

役員退職慰労金積立金の取崩し　（注）

別途積立金の積立て　　　　（注）

土地再評価差額金の取崩し

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動額（純額）

　

剰余金の配当                 （注）

役員退職慰労金積立金の取崩し　（注）

別途積立金の積立て　　　　（注）

土地再評価差額金の取崩し

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動額（純額）

（注）　平成１９年６月の定時株主総会における決議項目であります。

-             -             -             

-             

-         

-             -             

-         

-         

750

-             -             -             -             

-         -         -         -         

-             

△ 168 -         168

-         -         750      △ 750

-             2

1,487

-             

1,487 3,993

土地再評価
差　額　金

-             -             

-             

△ 289

△ 2 -             -             -             

1,557 △ 0 1,072

364 -             

-             2 -             

2,629 34,629

-             364

-             △ 2

2

△ 457 △ 457

△ 457

-             

-         -         △ 0 △ 0

△ 199

364

-         -         

-         

-         

資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

-         

-         -         

-         -         

その他利益剰余金

利益剰余金

△ 0 △ 0 -         -         

-         

2

役員退職
慰労金
積立金

-         

繰越利益
剰余金

19,637 1,062

別　途
積立金

-         -         -         -         

-         

-         -         

-         

-         

-         -         -         

-         

-         -         -         -         

-         -         

5,481

5,481

1,487 0

-         

-         

-         

-         

-         

-         

平成１９年３月３１日残高

中間会計期間中の変動額合計

平成１９年９月３０日残高

中間会計期間中の変動額

繰延ヘッジ
損　　　益

-             

-             

資本金

資本剰余金

評価･換算差額等

       2,011

-         

1,488 3,993

平成１９年９月３０日残高

平成１９年３月３１日残高

中間会計期間中の変動額

株主資本

自己株式 株主資本
合　　計

中間会計期間中の変動額合計

31,999

-             

-             

-         

-         

△ 413

純資産
合　計

649

評価・換算
差額等合計

20,387

      31,831

△ 199-             △ 199 -             -             

       1,0750

-             

-             

-             -             

167 △ 453 △ 0 △ 2

-             

2

（３）　中間株主資本等変動計算書　

-         

     34,918

-             △ 453 △ 0 △ 2

△ 2

2

       3,086

-         -         

-             -             

その他
有価証券
評価差額金

         -

-             -             

-             

0

-         △ 168

-         

25,030

167

-             

-             

364

2

-             

-             

株　　　　主　　　　資　　　　本

△ 199

24,862

利　益
剰余金
合　計

168
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前中間会計期間（自平成18年4月1日　至平成18年9月30日）
(単位:百万円）

剰余金の配当                 （注）

役員賞与               　　　  （注）

役員退職慰労金積立金の積立て　（注）

別途積立金の積立て　　　　（注）

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動額（純額）

　

剰余金の配当                 （注）

役員賞与               　　　  （注）

役員退職慰労金積立金の積立て　（注）

別途積立金の積立て　　　　（注）

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動額（純額）

（注）　平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

-             

-             -             -               -               -               -               -             

-             -               

△ 0 △ 0 -          

-             

0 1,487

-         -          -          -          

     34,187         2,949

1,141

-          

-             

-               

1,141    

19,637

-          -          -          

その他
有価証券
評価差額金

-                     31,237

-          29

         1,079

純資産
合　計

868

△ 14 -               -               -               △ 14

-               -               △ 199

-             

-               

0 -               

-               

-               

-               -               

-               

-               

平成１８年９月３０日残高

平成１８年３月３１日残高

中間会計期間中の変動額

株主資本

自己株式 株主資本
合　　計

-             

398

-             

4

△ 4

評価･換算差額等

5,481 168

△ 199 -               

土地再評価
差　額　金

評価・換算
差額等合計

繰延ヘッジ
損　　　益

-               

1,488

△ 770

△ 29

-             

612

-          

-          

-          

1,487 3,993

-          

-         

-         

-         

-         

-         

-         

-          

-          

-         

資本金

資本剰余金

-         

-         -         

-         

-         -          

資　本
準備金

平成１８年３月３１日残高

中間会計期間中の変動額合計

平成１８年９月３０日残高

中間会計期間中の変動額

中間会計期間中の変動額合計

-             

         1,870

4

-             

△ 473

-             

-             

-          

-          

-         

△ 14

-          

-         -          -          

△ 199

-         

-         -          

△ 199

△ 1,141

-         

-          

-          29        -          

-          -          

3,993 139

-         

-         -         

-         -          

5,481 1,487 0

-          

-          -          

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

-          

-         -         △ 0 △ 0

34,113

-               612

-               △ 4

4

△ 472 △ 472

-               

2,4761,397 0 1,079

612 -               

-         

31,636

-          

△ 472 △ 73

△ 4 -               -               -               

-               

△ 473 0 -               

24,667

399

-             

-             

612

-             

-             

△ 14

24,268

利　益
剰余金
合　計

利益剰余金

株　　　　主　　　　資　　　　本

繰越利益
剰余金

18,496 1,638

別　途
積立金

その他利益剰余金

役員退職
慰労金
積立金
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前事業年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）
(単位:百万円）

剰余金の配当                 （注）

剰余金の配当

役員賞与               　　　  （注）

役員退職慰労金積立金の積立て　（注）

別途積立金の積立て　　　　（注）

土地再評価差額金の取崩し

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

　

剰余金の配当                 （注）

剰余金の配当

役員賞与               　　　  （注）

役員退職慰労金積立金の積立て　（注）

別途積立金の積立て　　　　（注）

土地再評価差額金の取崩し

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

（注）　平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

-             △ 199 -               -               

-         -          -          -          

-               -             

-             3 -               -               -               -               3

-             

-             

-          -          

△ 199

-               -               △ 199

-             -               -               

-               -             -             -               -               

-          -          -          3

-          △ 29

-          -          1,141    △ 1,141

その他
有価証券
評価差額金

168

-               -               

-               

△ 14

-         

-             

     34,187

-          29

-          

         1,079-               

△ 14

140 0 △ 3

-               -               -               -               

-               -               

-               

-             

-               -               

593 140 0 △ 3

-             

8

-             

-               -               -               -               

純資産
合　計

1,062

土地再評価
差　額　金

評価・換算
差額等合計

19,637 24,862

繰延ヘッジ
損　　　益

-             

-             

-          

-          

-          

△ 576

         2,949

-             △ 199

平成１９年３月３１日残高

平成１８年３月３１日残高

事業年度中の変動額

株主資本

自己株式 株主資本
合　　計

△ 8

8

      31,237

-             

-          

資本金

資本剰余金

事業年度中の変動額合計

平成１８年３月３１日残高

事業年度中の変動額合計

平成１９年３月３１日残高

事業年度中の変動額

評価･換算差額等

         1,870

-          29        

5,481

5,481

1,487 0 1,488 3,993 139

-         

-         

-         -         -         

-         -         -         

-         -         -         

-         

-         

-         

-         

-         

-         

-         

-         

-         -         

-         -         -          

-         

-          

-          

-          

-         -          -          -          

1,003

繰越利益
剰余金

18,496 1,638

別　途
積立金

△ 14

-          △ 199

△ 0 △ 0 -          -          

-          

-         -         

役員退職
慰労金
積立金

-          

-          -          -          

-          

-          

-          △ 199

資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金

-          -          -          

-          

-          

1,141 593

-             

-             

-         -         △ 0 △ 0

1,487 0 1,488 3,993

3,086 34,918

-               1,003

-               △ 8

8

137 137

31,831 2,011 0 1,075

137 730

△ 8 -               -               -               

1,003 -               

-             

1,003

3

-             

-             

△ 14

△ 199

△ 199

株　　　　主　　　　資　　　　本

24,268

利　益
剰余金
合　計

利益剰余金
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
 
１．商品有価証券の評価基準及び評価方法  

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。  
２．有価証券の評価基準及び評価方法  

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式
及び関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては、
中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないもの
については、移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。  
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。   

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法  
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。  

４．固定資産の減価償却の方法  
(1) 有形固定資産 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）に
ついては定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 
また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

         建 物    ５年～５０年 
         動 産    ２年～２０年 

（会計方針の変更） 
平成19年度税制改正に伴い、平成19年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人

税法に基づく償却方法により減価償却費を計上しております。この変更により、経常利益及び税引前中間
純利益は、従来の方法によった場合に比べ５百万円減少しております。 
（追加の情報） 
当中間会計期間より、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額に達

した事業年度の翌事業年度以後、残存簿価を５年間で均等償却しております。なお、これによる中間貸借
対照表等に与える影響は軽微であります。 

(2) 無形固定資産  
無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについて

は、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。  
５．引当金の計上基準  
(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権

及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお
書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可
能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証に
よる回収可能見込額を控除した残額に、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率を乗じ
た額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸
倒実績率等に基づき計上しております。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保

証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、
その金額は６，８５１百万円であります。 
(2) 役員賞与引当金の計上基準 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払に備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当中
間会計期間に帰属する額を計上しております。 
(3) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基
づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また、数理計算上の
差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

数理計算上の差異    各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法
により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

 (4) 役員退職慰労引当金 
役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間会計期

間末までに発生していると認められる額を役員退職慰労引当金として計上しております。 
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（会計方針の変更） 
従来、役員退職慰労金は、支出時に費用処理をしておりましたが、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上

の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実
務委員会報告第42号平成19年４月13日）が平成19年４月１日以後開始する事業年度から適用されることに伴い、
当中間会計期間から同報告を適用しております。これにより、従来の方法に比べ、営業経費は１７百万円、特別
損失は１９２百万円それぞれ増加し、経常利益は１７百万円、税引前中間純利益は２１０百万円それぞれ減少し
ております。 

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準  
外貨建資産・負債については、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。  

７．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、通

常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 
８．ヘッジ会計の方法  

外貨建資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取
引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）
に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為
替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対
象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認すること
によりヘッジの有効性を評価しております。  
なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。  

９．消費税等の会計処理  
消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、
有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間会計期間の費用に計上しております。  

 
 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 
 （金融商品に関する会計基準）  
 「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）及び「金融商品会計に関する実務指針」（日本公
認会計士協会会計制度委員会報告第14号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され（平成19

年６月15日付及び同７月４日付）、金融商品取引法の施行日以後に終了する事業年度及び中間会計期間から適用さ
れることになったことに伴い、当中間会計期間から改正会計基準及び実務指針を適用しております。  
 
 
注 記 事 項  
 
 （中間貸借対照表関係）  
１．関係会社の株式総額       ７５百万円  
２．貸出金のうち、破綻先債権額は１，９９０百万円、延滞債権額は１１，２１６百万円であります。  

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本
又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った
部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）
第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であり
ます。  
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。  
３．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は１５百万円であります。  

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出
金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。  

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は４，８３８百万円であります。  
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延
滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。  

５．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１８，０６０百万
円であります。  
なお、２.から５.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります｡ 

６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会
計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた
商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、  
その額面金額は６ ,２６３百万円であります。  
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７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産  
有価証券     １ ,００７百万円  

担保資産に対応する債務  
預  金       １,６０６百万円  

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券２８，１１８百
万円及び貸出金２９，１３４百万円を差し入れております。  
また、その他資産のうち保証金は９５３百万円であります。  

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で
あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、２２１，０７０百万円であります。このうち原契約期間
が１年以内のものが２２０，１９６百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金
融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又
は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じ
て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業
況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。  

９．有形固定資産の減価償却累計額           ９，７４７百万円  
10．有形固定資産の圧縮記帳額               ３５２百万円  
11．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、
評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計
上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。  
再評価を行った年月日                   平成10年３月31日  
同法律第３条第３項に定める再評価の方法  土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政

令第119号）第２条第４号に定める方法に基づいて奥行価格
補正等の合理的な調整を行って算出  

12．取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額         ８１百万円  
 
（中間損益計算書関係）  

１．減価償却実施額は下記のとおりであります。  
有形固定資産    ２５１百万円  
無形固定資産      ９９百万円  

２．その他経常費用には、貸出金償却２６１百万円及び貸倒引当金繰入額６８２百万円を含んでおります。 
３．当中間会計期間において、兵庫県内の遊休資産について、減損損失を計上しております。  

減損損失を認識した資産は、地価の下落等から、帳簿価額を不動産鑑定評価基準等に基づき算定した正味
売却価額まで減額し、当該減少額３百万円を減損損失として特別損失に計上しております。  
なお、資産のグルーピングは、営業用店舗については管理会計で継続的な収支の把握を行っている営業店

単位、遊休資産については各資産単位で行っております。  
 
（中間株主資本等変動計算書関係）  

１．自己株式の種類及び株式数に関する事項                       
                                                （単位：千株） 

 前事業年度末 
株式数 

当中間会計期間 
増加株式数 

当中間会計期間 
減少株式数 

当中間会計期間末 
株式数 摘 要 

自己株式      

 普通株式 ‐ １２ １２ ‐ （注） 

合  計 ‐ １２ １２ ‐  

   （注）自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取りによる増加、減少は単元未満株式の売渡しによる減少
であります。 

 
 
（リース取引関係）    
リース取引関係の注記事項については、ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。 

 


